
活動状況報告
（令和５年１月２５日）



１

１．地域別の支援決定先等の状況

※ 支援決定件数は令和３年３月末時点の計数。

（注１）大口＝借入金10億円以上、中口＝借入金1～10億円未満、小口＝1億円未満 （注２）その他1栃木県、長野県、静岡県等

（注３）塩竈市等には、東松島市・松島町・利府町・多賀城市・七ヶ浜町を含む
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２．支援継続先の業種別・従業員数別の一覧（令和４年１２月末時点）
支援継続先数：４７８件 ※４７８件のうち３４６件について、債権買取実行時に債務免除を行っている。

２

県・業種 10名以下 10名超100名以下 100名超

青森県 ２２件
【支援決定：５６件】

水産加工 5 3 0
建設・土木 0 0 0
食品製造 1 1 0
その他製造 2 1 0
小売・飲食 4 1 0
その他 3 1 0

岩手県 １１０件
【支援決定：１６７件】

水産加工 13 11 0
建設・土木 6 0 0
食品製造 2 3 0
その他製造 14 4 0
小売・飲食 30 4 0
その他 18 4 1

宮城県 ２３７件
【支援決定：３４６件】

水産加工 31 38 1
建設・土木 12 1 0
食品製造 7 5 0
その他製造 25 8 0
小売・飲食 37 11 0
その他 38 22 1

福島県 ４６件
【支援決定：８９件】

水産加工 0 4 0
建設・土木 2 1 0
食品製造 0 0 0
その他製造 8 2 1
小売・飲食 11 1 0
その他 10 6 0

茨城県 ４５件
【支援決定：６０件】

水産加工 1 3 0
建設・土木 1 0 0
食品製造 3 7 0
その他製造 1 4 0
小売・飲食 7 6 0
その他 2 7 3

その他 １８件
【支援決定：２９件】

8 9 1

合計 ４７８件
【支援決定：７４７件】

302 168 8



３．令和４年７月～１２月末に支援決定に係る全ての再生支援を完了した事業者

所在地等 業種 被災状況

１ 岩手県内陸部 製造業者 震災による一時営業停止のほか、取引先も被災したことにより売上が減少

２ 福島県浜通り 建設業者 震災により設備が破損、震災後一ヶ月の工場停止により売上が減少

３ 宮城県沿岸部 宿泊業者 震災により施設が半壊

４ 宮城県仙台市 医療福祉事業者 津波により施設が全壊並びに一部損壊

５ 青森県沿岸部 水産加工業者 津波により設備及び在庫が流出

６ 茨城県沿岸部 金属加工業者 震災により工場設備が損壊

７ 岩手県沿岸部 飲食業者 津波により店舗が浸水

８ 宮城県沿岸部 ゴム製品製造業者 津波により工場等が全壊、在庫が流出

９ 岩手県沿岸部 水運業者 津波により事務所等が流出

１０ 宮城県沿岸部 燃料小売業者 津波により倉庫等が全壊、商品等が流出

１１ 宮城県沿岸部 専門サービス業者 津波により自宅兼工場が全壊

１２ 宮城県沿岸部 水産物加工品製造業者 津波により工場建物・生産施設等が損壊、在庫も流出

１３ 宮城県沿岸部 冠婚葬祭業者 震災により設備が損壊、風評被害により売上が減少

１４ 岩手県沿岸部 自動車販売修理業者 震災により事務所が損壊、津波により営業用車両が流出

１５ 宮城県沿岸部 卸売事業者 津波により本社施設が損壊、在庫も大半が流出

３



支援完了事例①

宮城県沿岸部の水産物加工品製造業者。東日本大震災において、津波により工場

建物、生産施設等が損壊するなど、甚大な被害を受けたが、機構の支援決定後、着実

に復興を遂げてきた。業績も回復・安定してきたことから、今般、機構へのリファイナン

ス資金への対応として、地域金融機関及び日本公庫が協調融資を実施し、支援完了に

至った。

（注）日本公庫は新型コロナ対策資本性劣後ローンを実施。

支援完了事例②

宮城県沿岸部の漁業資材卸売事業者。東日本大震災において、津波により本社施

設が損壊するなど、甚大な被害を受けたが、機構の支援決定後、着実に復興を遂げて

きた。業績も回復・安定してきたことから、今般、機構へのリファイナンス資金への対応

として、地域金融機関及び日本公庫が協調融資を実施し、支援完了に至った。

（注）日本公庫は新型コロナ対策資本性劣後ローンを実施。

４



•商品開発支援

•販路開拓支援
トップライン向上

•営業戦略・営業手法の発案

•経費削減策の発案
営業利益率向上

•会社情報の見える化対策アドバイス

•資金繰り表策定アドバイス

計画遂行

アドバイス

•補助金、助成金、制度融資の活用支援

•地域有用情報の提供
制度周知支援

•公的機関による専門家派遣事業等の
活用支援

•共同モニタリング体制確立

金融機関等

外部との連携

•事業承継先の紹介

•スポンサー紹介
廃業支援

・ 線グラフは累計件数、棒グラフは各期間における件数を指す
・ 棒グラフのうち、⻘⾊・斜線部分は商談会等の複数事業者を対象としたプロジェクトによるもの ５

４．ソリューション提供業務について①

 平成２７年１０⽉のソリューション提供業務開始から着実に件数を積み上げている。
 ⽀援表明⾏の主体的・継続的な関与を前提としつつ、⽀援表明⾏等の関係機関と連携し、

事業者に対して、⾦融⾯の⽀援のみならず販路開拓等の本業⽀援を実施。
➡ 事業再生計画期間における着実な事業再生をバックアップ

 ⽀援決定を⾏った先に対して、単なる債権管理・資⾦繰り管理に止まらず、個々の事業者の
事業価値・企業価値をアップさせるために、ソリューションの提供業務を実施



６

稼働状況

 ソリューション提供件数 ２３８１件（令和４年１２⽉末時点）

５．ソリューション提供業務について②

【本件に関するお問い合わせ先】

（株）東日本大震災事業者再生支援機構
仙台本店 総務部 （担当：遠藤、熊谷） Ｔｅｌ：０２２-３９３-８８０８
東京本部 企画調整室 （担当：山崎、永山、樽井） Ｔｅｌ：０３-６２６８-０１３３

※ 複数事業者を対象とした企画の提案（例:商談会のアレンジ）については、提供事業者数ベースでカウント。
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水産関連 ２５１

宿泊・飲食 ８１

食品製造 ７５
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自動車 ８
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生活関連サービス ４

医療・介護 ３

不動産 １

水産関連 １８７

宿泊・飲食 １３３

その他製造 １００

小売 ８９

食品製造 ６１

卸売 ３３

建設 ３３

生活関連サービス ３０
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